
【紀南病院組合財政健全化計画（H19承認計画） 平成21年度決算に基づく執行状況 ①】
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（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況



【紀南病院組合財政健全化計画（H19承認計画） 平成21年度決算に基づく執行状況 ②】
別紙様式１－6（平成19年度承認計画用）
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（ⅰ）推移表 （単位：百万円）

（ⅱ）要因分析

（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項
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○ 常勤医師不足による患者減
内科、泌尿器科、脳神経外科、神経内科、耳鼻咽喉科が大学病院による医師の引き揚げにより、外来診療の縮小（週1回の非常勤医師での対応等）、
入院診療の受入れ中止。その他の診療科においても、医師数減により過重労働回避の施策として初診外来の一部制限、休診日を設ける等、
患者数の減少が大きな要因となっている。

紀南病院組合
会計名
団体名

-

紀南病院組合病院事業会計

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

○ 医師の不足については現在も同様の状況であり、引き続き大学病院からの引き揚げ対象となる診療科もあるが、２１年度公募内科医師２名採用、
大学病院より脳神経外科医師１名の派遣再開（引き揚げ前３名）となっている。

○ 地域医療研修センター（三重県からの委託事業）開設後の積極的な広報により受け入れ研修医が２１年度２１名、２２年度３６名予定と人数増及び
長期（３ヶ月） 研修希望者の増により体制が強化されている。

○ ＤＰＣ請求開始により患者単価が２０年度比、入院４％・外来７％増加している。しかし、患者数の減少があり医業収益は微増ではあるが、今後も引き続き検証を
続けることにより２３年度にはさらに入院患者単価３％増を目指す。

○ 委託業務（給食・清掃）の仕様、契約金額の見直しにより△６百万の改善となった。材料費等にもさらなる価格見直しを行っていく。
○ 医師を希望する学生に向けて病院と地域の学校との連携により、１日体験学習（医師との懇談等）を行っており、２１年度１７名・２２年度１６名が参加している。

○ ２０年度については、２０年７月開始予定であったＤＰＣ請求が、厚労省・中医協の方針変更（準備期間２年以上となる）により平成２１年４月開始と
遅れが生じた。

○ ＤＰＣの検証強化によって診療単価の向上を図り医業収益を増収させる、材料費等の費用削減を行う。

○ 医師不足を解消させ、患者数増加に伴う診療収入の増を見込むため医師確保対策のより積極的な強化を行う。
・大学病院、県を中心に医師派遣陳情
・郷土出身医師への赴任の要請、郷土出身医師確保のため奨学金制度の説明など、学校と連携し中長期的な医師育成の取組み
・インターネット媒体での呼びかけ
・地域医療研修センター開設に伴い受け入れ研修医を戦力として育成する体制づくり
等の活動を継続して行っていく。



【紀南病院組合財政健全化計画（H19承認計画） 平成21年度決算に基づく執行状況 ③】
別紙様式１－7（平成19年度承認計画用）
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（ⅱ）要因分析
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○ 20年度の医療機器追加整備は、診療報酬改正により高精細モニタを購入し完全フィルムレス化を行わなければ、年間約660万円の収入減が見込まれたた
め。
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（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

２１年度の医療機器整備は、予定額５０百万の購入枠を絞ることにより実績額２０百万と減額となった。
今後も医療機器購入については、必要性や採算性の十分な考慮・検討を行うことによって計画内での推移を見込んでいます。

○ 20年度の医療機器追加整備は、診療報酬改正により高精細モニタを購入し完全フィルムレス化を行わなければ、年間約660万円の収入減が見込まれたた
め。

○ 耐震工事ー平成16年度の耐震診断により本館（昭和40年度建設）、中央館（昭和53年度建設）、北館（昭和55年度建設）の3棟について耐震基準値を
クリアしておらず、その中でも入院患者の安全を第一に考え、平成22年度に中央館（入院ベッド数９８床）の耐震補強工事を行う。
（厚生労働省より医療施設耐震化臨時特例交付金に係る耐震化指定医療機関と承認）

２１年度の医療機器購入は、予定額５０百万の枠を絞ることにより実績額２０百万と減額となった。
今後も医療機器購入については、必要性や採算性の十分な考慮・検討を行うことによって計画内での推移を見込んでいます。



【紀南病院組合財政健全化計画（H19承認計画） 平成21年度決算に基づく執行状況 ④】
別紙様式１－8（平成19年度承認計画用）
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【紀南病院組合財政健全化計画（H19承認計画） 平成21年度決算に基づく執行状況 ⑤】

（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

○ 常勤医師不足による患者減
内科、泌尿器科、脳神経外科、神経内科、耳鼻咽喉科が大学病院による医師の引き揚げにより、外来診療の縮小（週1回の非常勤医師での対応等）、
入院診療の受入れ中止。その他の診療科においても、医師数減により過重労働回避の施策として初診外来の一部制限、休診日を設ける等、
患者数の減少が大きな要因となっている。

○ ２０年度については、２０年７月開始予定であったＤＰＣ請求が、厚労省・中医協の方針変更（準備期間２年以上となる）により平成２１年４月開始と
遅れが生じた。

○ 医師の不足については現在も同様の状況であり、引き続き大学病院からの引き揚げ対象となる診療科もあるが、２１年度公募内科医師２名採用、
大学病院より脳神経外科医師１名の派遣再開（引き揚げ前３名）となっている。

○ 地域医療研修センター（三重県からの委託事業）開設後の積極的な広報により受け入れ研修医が２１年度２１名、２２年度３６名予定と人数増及び
長期（３ヶ月） 研修希望者の増により体制が強化されている。

○ ＤＰＣ請求開始により患者単価が２０年度比、入院４％・外来７％増加している。しかし、患者数の減少があり医業収益は微増ではあるが、今後も引き続き
検証を続けることにより２３年度にはさらに入院患者単価３％増を目指す。

○ 委託業務（給食・清掃）の仕様、契約金額の見直しにより△６百万の改善となった。材料費等にもさらなる価格見直しを行っていく。
○ 医師を希望する学生に向けて病院と地域の学校との連携により、１日体験学習（医師との懇談等）を行っており、２１年度１７名・２２年度１６名が参加。

○ ＤＰＣの検証強化によって診療単価の向上を図り医業収益を増収させる、材料費等の費用削減を行う。

○ 医師不足を解消させ、患者数増加に伴う診療収入の増を見込むため医師確保対策のより積極的な強化を行う。
・大学病院、県を中心に医師派遣陳情
・郷土出身医師への赴任の要請、郷土出身医師確保のため奨学金制度の説明など、学校と連携し中長期的な医師育成の取組み
・インターネット媒体での呼びかけ
・地域医療研修センター開設に伴い受け入れ研修医を戦力として育成する体制づくり
等の活動を継続して行っていく。


